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減災対策協議会のフォローアップ調査結果
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減災対策協議会のフォローアップ調査結果（鳴瀬川等）

■洪水氾濫を
事前に防ぐ対策

■既存施設の有効活用

■危機管理型
ハード対策

■避難行動、水防活動、
排水活動に資する基盤の整備

■洪水時の速やかな情報伝達
及び避難計画に資する取組

■平時における住民等への周知・
防災教育・訓練に関する取組

■より効果的な水防活動の実施
及び水防体制の強化に関する取組

■排水活動及び訓練、
施設運用に関する取組

■生産活動を守るための
ソフト対策

100%

100%

100%

66%

82%
92%

98%

56%

96%

令和2年度時点で全取組に対する実施率は83%であり、平成28年の減災対策協議会設立以降、着実に取組が推進されている。取組項
目別にみると「避難行動、水防活動、排水活動に資する基盤の整備」、「洪水時の速やかな情報伝達及び避難計画に資する取組」、
「排水活動及び訓練、施設運用に関する取組」がやや低い水準となっている。

85%

ハード対策

ソフト対策

全体
H28
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H30
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R2

凡例

実施率 低

実施率 低

実施率 低
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減災対策協議会のフォローアップ調査結果（北上川下流等）

■洪水氾濫を
事前に防ぐ対策

■既存施設の有効活用

■危機管理型
ハード対策

■避難行動、水防活動、
排水活動に資する基盤の整備

■洪水時の速やかな情報伝達
及び避難計画に資する取組

■平時における住民等への周知・
防災教育・訓練に関する取組

■より効果的な水防活動の実施
及び水防体制の強化に関する取組

■排水活動及び訓練、
施設運用に関する取組

100%

100%

100%

84%

85%

94%

93%

78%

令和2年度時点で全取組に対する実施率は86%であり、平成28年の減災対策協議会設立以降、着実に取組が推進されている。取組項
目別にみると、 「避難行動、水防活動、排水活動に資する基盤の整備」、「洪水時の速やかな情報伝達及び避難計画に資する取
組」、「排水活動及び訓練、施設運用に関する取組」がやや低い水準となっている。

88%

実施率 低

実施率 低
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実施率 低
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ソフト対策
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構成員別の取組状況は、40%～100%でばらつきが大きい。石巻市、仙台管区気象台、国土地理院、東
北地方整備局（鳴瀬川のみ）は令和2年度時点で既に全ての取組を実施（実施支援を含む）している。

減災対策協議会のフォローアップ調査結果（構成員別）

石巻市

東松島市

大崎市

富谷市

松島町

大和町

大郷町

大衡村
色麻町

加美町

涌谷町

美里町

宮城県

気象台

国土地理院

東北地整

石巻市

登米市

栗原市

大崎市

女川町

気象台

国土地理院

東北地整

鳴瀬川等 北上川下流等

涌谷町宮城県
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

まるごとまちごとハザードマップ整備

隣接市町村間の避難計画の策定

大規模工場等へ浸水リスクの説明と水害対策等の啓蒙を行う

浸水被害軽減地区の指定

排水施設等の情報共有、浸水区域内の自然勾配を踏まえた排水の検討を行い、…

緊急排水計画(案)に基づく排水訓練の実施

応急的な退避場所の整備

河川別タイムラインの作成・訓練・改善及び地区ごとに住民への周知

避難勧告等の発令基準の見直し

ホットラインの構築及び検証

要配慮者利用施設等の避難計画の作成及び訓練の促進

小中学校等における水防災教育出前講座を活用した講習会の実施・支援体制の構築

効果的な「水防災意識社会」再構築に役立つ広報や資料を作成

地域包括支援センターにハザードマップの掲示や避難訓練のお知らせ等の防災関連のパンフレット等を設置…

浸水想定区域内の災害対策拠点である市町・県・国庁舎や災害拠点病院等に関する情報を共有し、…

河川・下水道が連携して実施すべき浸水被害の軽減対策について検討・調整

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

隣接市町村間の避難計画の策定
浸水被害軽減地区の指定

河川・下水道が連携して実施すべき浸水被害の軽減対策について検討・調整
まるごとまちごとハザードマップ整備

庁舎や排水機場の耐水化の確認・耐水化、及び非常用電源等の対策の必要性や問題意識を共有
浸水想定区域内の災害対策拠点である市町・県・国庁舎や災害拠点病院等に関する情報を共有し、…

応急的な退避場所の整備
地域包括支援センターにハザードマップの掲示や避難訓練のお知らせ等の防災関連のパンフレット等を設置…

タイムラインに基づく首長等も参加した実践的な訓練
緊急排水計画(案)に基づく排水訓練の実施

排水施設等の情報共有、浸水区域内の自然勾配を踏まえた排水の検討を行い、…
地方自治体、民間企業等合同参加による総合防災訓練の実施

要配慮者利用施設等の避難計画の作成及び訓練の促進
夜間等の急激な水位上昇を想定したタイムラインの改善及び訓練による検証

重要水防箇所の合同巡視
小中学校等における水防災教育出前講座を活用した講習会の実施・支援体制の構築

土砂・洪水氾濫の危険性が高い箇所のうち緊急性が高い箇所の情報提供・共有
フラップ化等の無動力化を優先的に整備する対象施設を抽出し、順次整備を実施
建設発生土、伐採木の処理・活用方法、対策後の維持管理について検討・調整

「隣接市町村間の避難計画の策定」、「浸水被害軽減地区の指定」、「まるごとまちごとハザードマップ整備」は、両流域に共通
して未実施の割合が高い。未実施の取組のうち、鳴瀬川等においては8割程度、北上川下流等においては6割程度の取組は今後実施
予定となっている。

減災対策協議会のフォローアップ調査結果（未実施の取組）

鳴瀬川等

北上川下流等

各取組の実施予定
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各取組の実施予定

今後実施
未定
実施しない

今後実施
未定
実施しない

取組未実施の構成員の割合

取組未実施の構成員の割合

今後実施
76%

今後実施
57%
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